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１．はじめに 

本講演では、国立教育政策研究所とJICAがこの共同調査を実施している背景に触れ、JICAの開発教育

支援の現状及びその課題を概説した上で、本シンポジウムへの期待を述べることとしたい。 

 

２．JICAと開発教育支援事業、及び国際理解教育との関係 

 JICAは日本の政府開発援助の実施機関であり、「すべての人々が恩恵を受けるダイナミックな開発を

進める」というビジョンのもと、開発途上地域の経済的、社会的な開発を支援している。例えば、貧困

削減、感染症対策、気候変動対策、防災等グローバルな課題に対する途上国の対応能力強化等に取り組

んでいる。そのため、事業の大部分は開発途上国の政府や人々に向けて実施するが、日本の国民・一般

市民向けの事業も実施している。その内容は、国際協力に関わる市民団体への支援、一般市民の国際協

力への参加の促進、開発教育支援である。 

開発教育支援事業は、開発途上国が抱える問題や開発途上国と我が国の関わり、開発援助の果たすべき

役割等の理解を得ることを目的として実施している。政府開発援助の基本文書（ODA大綱：2003年閣議決

定）にも開発教育は言及されており「学校教育等の場を通じて…開発問題に関する教育の普及を図り、

それに必要な教材提供や指導者育成を行う」とされている。 

この「開発教育」とは別に、文部科学省においても、1980年代以後、「国際理解教育」や「国際教育」

を推進してきている。それぞれが導入された当時は、背景や目的、内容は異なっていたかもしれないが、

グローバル化が一層加速する現在では、開発教育と国際教育の内容の一部は近づいてきているのではな

いかと考える。 

 

３．グローバル人材の議論と本共同プロジェクト 

日本では最近、「グローバル人材」やグローバル化した現代で求められる力について、さまざまな議

論が展開されている。JICAはこうした議論への参加を通じ、開発教育あるいは今日論じようとしている

国際教育もしくは「グローバル教育」は、グローバル化した現代で求められる力の育成に寄与できる部

分があるのではないか、と考えている。なぜなら、21世紀の社会で求められる「生きる力」や、「文化

や言語、社会、国家の違いを受容し適応するだけでなく、その違いを生かして様々な困難な課題を協調

的に解決する力」（国立教育政策研究所による基調講演４．冒頭）は、国際協力の現場で日々求められ

る力なのである。こうした考えに基づき、JICAは国立教育政策研究所との共同プロジェクトを開始した。  

これまでの調査の中で、JICAの開発教育支援事業の実施に関し、また開発教育（あるいは国際教育、

グローバル教育）とグローバル化した現代で求められる能力との関係について、検討すべき点が明らか

になってきている。本シンポジウムではこうした点について議論いただきたいと考えている。 

 

４．JICAの開発教育支援事業とその課題 

議論いただくにあたり、JICAの開発教育支援の現状及びその課題を概観したい。 



 

 

（１）開発教育支援事業の概要 

JICAは政府の方針を踏まえ、20年以上に亘り、地方自治体の教育委員会、開発教育に従事するNGO、青

年海外協力隊に参加したOVなどのご協力を得て、教育現場での開発教育の推進を支援している。教員を

対象とするプログラムとして、途上国での短期研修プログラム（教師海外研修）、日本国内での開発教育

に関するセミナー、途上国の課題に係る教材の作成・配布を実施してきたほか、教育委員会等の依頼を

受けてJICA関係者を教員研修センター等に派遣し、国際理解教育に関する教員研修の講義を行ってきた。

これらの取り組みを通じて、我が国と途上国を中心とした諸外国との相互依存関係、貧困問題や環境問

題等グローバルな課題に対し国際社会が国際協力に取り組む必要性、多文化共生の重要性などを分かり

やすく教員に説明するよう努力してきた。JICAは、これら事業を通じ途上国の現状・課題に関する教員

の理解が深まることにより、教員から子どもたちへこれらの現状が伝えられるとともに、子どもたちが

日本と世界との関わりや日本とは違う文化・価値観の存在に気づき、それらを尊重する気持ちが養われ

ることを期待している。 

 また、児童・生徒を対象とするプログラムとして、小・中・高校または大学等からの依頼により、帰

国ボランティアが途上国での体験を学校で講演し、その生きた体験談を子どもたちに伝えるための国際

協力出前講座を実施している。これに加え、日本全国の中学生・高校生を対象とする国際協力エッセイ

コンテストを実施し、途上国について考える機会を提供することを通じて、開発途上国の抱える問題等

様々な課題解決のために行動できる人材の育成に向けた取り組みを行っている。同エッセイコンテスト

は2011年に50周年記念を迎えた。 

JICAのこのような活動は、教育基本法第2条に示される教育目標の一つである「伝統と文化を尊重し、

それらを育んできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する

態度を養うこと」に十分合致していると思われる。    

 

（２）今までの取り組み方法と課題 

JICAでは、開発教育支援事業を正式な事業とした2003年以後、2012年度までは事業量を拡大すること

を目標に取り組みを進めてきた。この結果、参加者・利用者は着実に増加し、（例：出前授業約2,000

件／20万人、教師海外研修約170人/年）、これらプログラムに参加した児童・生徒、教員の中から、JICA

ボランティア等の国際協力分野をはじめ、グローバルな分野での活躍を志す者や既に経験した教員も出

てきている。 

 しかしながら、これらの活動は未だに国際教育に関心のある一部の学校や教員に対する支援にとどま

っており、それ以外の学校、教員への広がりは十分でないと認識している。その原因の一つとして、従

来JICAが開発教育支援事業を実施するにあたり、国や自治体等の教育行政との連携が十分ではなく、教

育行政の枠組みや学校現場のニーズに、必ずしも的確に対応できていなかったことがあると考えられる。

すなわち、学習指導要領や各学校が定める教育目標や教育課程をふまえていたか、各学校のニーズは何

か、現場をかかえる多忙な教員が必要とする支援は何か、といった点を十分に配慮できていなかったと

考えている。今後は、より学校現場の制度に沿った事業や、ニーズに合った支援を実施したいと考えて

おり、例えば、教材を作成する際には学習指導要領との関係を明確にするといった対応を始めている。 

また、過去約10年にわたり事業量の拡大をはかり、それを通じた開発教育の認知度の向上や拡大を目

指してきたが、児童や生徒を対象とした事業、例えば出前授業の件数をこのまま拡大するのは本事業に



 

関わる人員や予算との関係から限界がある。そのため、今後は児童や生徒に教える立場にある教員の方々

を対象とした事業や研修に重点を置いていきたいと考えている。 

 

５．調査の進捗と本シンポジウムへの期待 

こうした問題意識、現状や課題をふまえ、本日のシンポジウムでは次の２点に期待したい。 

まず一点めは、学校現場でグローバル教育の推進をはかるために、JICAは、あるいは開発援助機関は

どのように取り組み、また支援できるのか、という点である。 

今回の調査では６カ国を対象に現地調査を実施したが、援助機関が直接に児童・生徒や学校を対象と

して実施する事業がない場合にも、グローバル教育が学校の授業や特別活動等で導入されている事例が

多く見られた。これにはいくつかの理由が考えられるが、教育行政との連携やカリキュラムとの関係、

すなわち、日本の状況に置き換えると教育指導要領が定めるカリキュラムに則したプログラムの提供が

教育現場でのグローバル教育導入の一つのカギとなることも明らかとなってきた。また、教員が授業で

国際教育を導入する際に活用できる教材を、ウェブサイト上で多数共有する、といった支援も複数の国

で共通して行われていた。各国の事情や教育課程の違い等、前提が異なる部分もあるが、日本やJICAに

参考になる経験、活用できる事例が多数あると考える。 

したがってパネル２においては、各国の教育現場における国際教育の実践・取り組みに対し、援助機

関が果たしてきた役割、効果的であった事例やその取り組みの背景等について、カリキュラムとの関係

を中心に議論いただきたい。あわせて、学校現場で教員がグローバル教育を推進するにはどういった支

援が効果的か、援助機関が果たせる役割についてもご意見をいただきたい。 

 ２点めの期待は、「グローバル化した現代で求められる力」や「グローバル人材」と開発教育もしく

はグローバル教育の関係についてである。 

ボランティアや国際協力の専門家、実践者に必要とされる能力は、グローバル人材に求められる能力

と通じるものがあると考える。例えばここ数年、日本ではグローバル人材についての議論が省庁や経済

界で行われているが、経済界の方に「青年海外協力隊への参加が、グローバル人材に必要な能力や意識

を醸成する手段の一つとなる」といった発言もいただいている。開発教育を受けることは青年海外協力

隊への参加とは異なるが、開発教育では、異文化での生活の話を聞き、自らにあてはめて考える等、疑

似体験に近いワークを取り入れたり、グローバル化に伴う複雑な課題について主体的に考え、意見を述

べることも求められる。こうした教育が目指すもの、すなわち開発教育が目指すものは、汎用型能力や、

国立教育政策研究所が提唱する「21世紀型能力」の構成要素である思考力及び実践力にも十分通じるも

のがあると考えており、同研究所の方からも同様のご意見をいただいている。 

今後の調査を通じて、これらの関係をもう尐し明確にしたいと考えているが、本シンポジウムでも議

論いただきたい。国際教育・グローバル教育が目指すものは21世紀型能力に近いのか、またその育成に

国際教育は貢献、あるいは何らかの役割を果たし得るのか。これらの議論を通じ、これからの国際教育・

グローバル教育を考えるシンポジウムとなることを期待したい。 

 


